
＜注記＞

１．引当金の計上基準その他の計算書類の作成に関する重要な会計方針
（1） 引当金の計上基準

　　徴収不能引当金
　　　　‥未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を
　　　　　計上している。

（2） その他の重要な会計方針

　　有価証券の評価基準および評価方法
　　　　　移動平均法に基づく原価法である。

　　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法
　　　　　預り金に係る収入と支出は総額で表示している。

　　その他教育研究活動に付随する活動に係る収支の表示方法等
　　　　　補助活動に係る収支は総額で表示している。

２．重要な会計方針の変更等

　　当年度から、学校法人会計基準の一部を改正する省令（令和６年文部科学省令第 28 号）に
 　　基づく改正後の学校法人会計基準（昭和 46 年文部省令第 18 号）を適用し、計算書類及び

 　　その附属明細書の様式を変更している。 

３．固定資産の減価償却累計額の合計額 56,041,056円

４．金銭債権の徴収不能引当金の合計額 0円

５．担保に供されている資産の種類及び額 なし

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額
1,922,469円

７．当年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　　第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

８．セグメント情報

　　設定すべきセグメントが、セグメント「その他」以外に一のみであるため、省略している。

９．重要な偶発債務 なし

10．子法人に関する事項 なし

11．学校法人の出資による会社に係る事項 なし



12. 関連当事者との取引の内容に関する事項

役員の兼任等
事業上の関
係

関係法人 東京都港区六本
木1-6-1

238,019 - 兼任1名 出向社員給与の立替
（注2）、教職員給
与の立替（注3）

198,674,193 未払金 17,685,448

東京校舎の家賃、
共益費（注4）

31,252,383 未払金 2,646,332

会議室利用料、各種
ライセンス利用料等
（注5）

13,090,682 未払金 5,337,108

グループ社員企業派
遣授業料（注6）

46,160,000 未収入金 -

新人研修等授業料
（注7）

40,540,000 未収入金 -

上級管理職研修授業
料（注8）

11,650,000 未収入金 -

該当学校法人と同一の
関係法人をもつ法人

株式会社SBI新
生銀行（注9）

東京都中央区日
本橋室町2-4-3

178,507 銀行業 - - 社員研修の
売上

グループ社員企業派
遣授業料（注6）

1,200,000 未収入金 -

新人研修等授業料
（注7）

52,700,000 未収入金 -

株式会社SBI証
券（注10）

東京都港区六本
木1-6-1

54,323 オンライン総
合証券

- 兼任1名 社員研修の
売上、その
他有価証券
の購入

上級管理職研修授業
料（注8）

13,200,000 未収入金 -

SBIマネープラ
ザ株式会社
（注10）

東京都港区六本
木1-6-1

100 保険代理店業
務・金融商品
仲介業・住宅
ローンの代理
業務・銀行代
理業

- - 社員研修の
売上

上級管理職研修授業
料（注8）

10,450,000 未収入金 -

SBIインベスト
メント株式会
社（注10）

東京都港区六本
木1-6-1

50 ベンチャー
キャピタル
ファンド等の
運用・管理

- 兼任1名 社員研修の
売上

上級管理職研修授業
料（注8）

5,350,000 未収入金 -

SBIビジネス・
ソリューショ
ンズ株式会社
（注10）

東京都港区六本
木1-6-1

100 企業のバック
オフィス支援

- - 経理システ
ムの利用及
び経理作業
の業務委託

経理システム利用料
及び経理作業に係る
委託費用（注11）

7,092,360 未払金 482,900

（注1）SBIホールディングス株式会社の役員及び職員が当法人の理事の過半数を占めている。

（注2）当法人の職員のうち、SBIホールディングス株式会社からの出向社員について、給与の立替分を翌月精算している。

（注3）当法人の教員及び職員について、SBIホールディングス株式会社が給与を立替払いしている為、給与の立替分を翌月精算している。

（注4）同居契約によるサブレント契約の為、SBIホールディングス株式会社に家賃及び共益費等を支払っている。

（注5）SBIホールディングス株式会社が立替払いしている費用（会議室利用料、各種ライセンス利用料等）の請求分について精算している。

（注6）SBIグループ会社の社員で、当法人が推薦した社員を学生としてSBI大学院大学に入学させている。

　　 市場価格を勘案して一般の取引条件と同様に決定している。

（注7）SBIホールディングス株式会社及び関連会社の社内研修制度として、新入社員研修等を行っている。

　　 SBIホールディングス株式会社及び関連会社と協議の上、取引金額を決定している。

（注8）SBIホールディングス株式会社及び関連会社の管理職向けの社内研修制度として、上級管理職研修等を行っている。

　　 SBIホールディングス株式会社及び関連会社と協議の上、取引金額を決定している。

（注9）当法人の関係法人であるSBIホールディングス株式会社の直接子会社である。

（注10）当法人の関係法人であるSBIホールディングス株式会社の間接子会社である。

（注11）経理システムの利用及び経理作業を業務委託している。

　 　市場価格を勘案して一般の取引条件と同様に決定している。

属　性
役員、法人等

の名称
住所

資本金又は出資金
（百万円）

事業の内容又
は職業

勘定科目
議決権の所

有割合

関係内容

期末残高
（円）

SBIホールディ
ングス株式会
社（注1）

株式等の保有
を通じた企業
グループの統
括・運営等

出向社員・
教職員の給
与、東京校
舎の家賃・
共益費等、
通信運搬費
等の立替、
及び社員研
修の売上

取引の内容
取引金額
（円）

　取引条件及び取引条件の決定方針



13．学校法人間の財務取引 なし

14．重要な後発事象 なし

15．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

（1） 有価証券の時価情報
　①　総括表

　（単位　円）

貸借対照表
計上額

(0) (0) (0)

(50,195,000) (49,905,000) (△290,000)

(50,195,000) (49,905,000) (△290,000)
0

50,195,000

　②　明細表
　（単位　円）

貸借対照表
計上額
50,195,000 49,905,000 △290,000

0 0 0
0 0 0
0 0 0
0 0 0

50,195,000 49,905,000 △290,000
0

50,195,000

　債券

当年度（2026年3月31日）

時　　価 差　　額

時価が貸借対照表計上額を
0 0 0

超えるもの
（うち満期保有目的の債券）
時価が貸借対照表計上額を

50,195,000 49,905,000 △290,000
超えないもの

（うち満期保有目的の債券）

合　　　計 50,195,000 49,905,000 △290,000

（うち満期保有目的の債券）

種　　類
当年度（2026年3月31日）

時　　価 差　　額

時価のない有価証券
有価証券合計

有価証券合計

　株式
　投資信託
　貸付信託
　その他

合　　　計
時価のない有価証券


